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□ 人孔浮上対策、高度化設計、lT技術

日適切な防災と確実な減災計画

本　　　　　　はじめに：　　　　　　平成19俸能登半島地震、新潟県中越沖地震、平威20年岩手・宮
　　　　城内陸地震、平成23庫粟北地方太平洋沖地震と震度6を超える地
水　　　　震が続いており、日本列灘は確実に地震活動期に入ったと考えら
　　　　れる。これからは、源溝型地震・内廓盧雛型地震がどこで発生し
　　　　　てもおかしくない状態となり、地震への対策がますます璽要とな工　　　　　ってきている。下水道施設の地震被筈の傾向として、下水処理場

総藻難1糞羅lllll
　　　　　　（1）適切な防災計画
　防災対策としては、構造面の耐艘化が基本である。幽幽体にとって耐震化
すべき資産は膨大であり、厳しい財政状況を踏まえながら、優先度を定めて
効率的な推進計画を立てる。そのためアセットマネジメントを導入し、資産
を計醐的かつ効率的に管理する必要がある。
　（2）確実な減災計画
　今回の東北地方太平澤沖地震の被霧について「想定外」との謡葉が聞かれ
る。すなわち最新の耐震設計・対策技術によっても被警の可能性を完金に排
除することはできない。これは「残余のリスク」とも纏われ、こうした局面
も考慮し、被讐を鍛小限に留める職災対策」を充実させる。
　輿体的には、　「下水道BCP策定マニュアル（地震編）」に準拠し、確実
に行える復旧活動計廼1を定める。
　例えば、①可搬式ポンプや仮配管等の復旧資桝の調達・備蓄、②下水道台
帳の電子化・バックアンプデータの遠隔地保管、③関係機関合同での防災訓
練の定期的実施、④遅滞ない緊急点検・応急復旧の体制・手順の確立などが
挙げられる。また、こうした下水
道の防災奪任指当として、民間
の活用も考えるべきである。そ
の他、①避難所等の施設へのマ
ンホールトイレの設置、②下水
処理場に備え付けの幽象発魑設
備による電力供給なども計画す
る。

　当社の地震対策技術
　当社は田本下水遵協会、下水
道新田術推進機構、土木学会な
どの地震文亀策委員会へ継続的に
参醐し、最新技術を業務へ反映
させている。　　　　　　　　　　ぶ

8薪講藷・策藩
『インナーウェイト工法』は、福　　　や

原鋳物製作所・中央大学理工学　　　陳
部（關生剛治教授）との共同研究
として取り組んできた。
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インナーウエイト工法

の概要

　　　　　　　　　　　これは、マンホール内部に鋳鉄製のブロックを装着
して比璽を上げ、液状化騎の浮き上がりを防止するものである。本工法は施
工がマンホール内側だけで行えるため、道路埋設物へ支障を与えず、交通量
の多い幹線道路にも適用が可能である。本工法は実網新案を取得し、学劉ず機
関により実用化の認証を最終審査中である。すでに東京都内、山梨麟内の公
共下水道では本採用に至った。
　（2）高度化設計手法
　下水道施設の耐震性能評価については、経済的・効果的な対策を施すこと
ができる高度化設計手法の導入が衡効である。コンピューターシミュレーシ
ョンを併用する「高度化設計」は、数値解析の騨門知識を必要とし、作業手
闘も要するが、従来の震度法による計算に比べ、部材・部位ごとの精密で適
切な耐震性能が評価できる。そのため、高度化設計の適用により耐震化費罵
の軽減がはかれ、より適切な耐震化が可能となる。当社は、本手法の設計実
務への適用について研究をすすめている。
　（3）　　I　T技争1サ

　地盤データや防災拠点など複数の圃子を璽ね金わせて対策ヵ所を抽出す
るGISプログラム『耐麗惰報マップシスデム謬を社内聞発し、検討精度の
向上をはかっている。　（東京支社下水道2部　山本忠典）
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